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用語集 

【あ行】 

アセットマネジメ

ント（資産管理） 

資産の状況を的確に把握し、更新と維持補修を適切に組み合わせて

資産を維持管理する仕組み。 

ウェルビーイング 幸せ実感。人の幸福、健康、福祉などを広く含む概念。 

ウォーカブル 「歩く」を意味する「walk」と「できる」の「able」を組み合わせた造語

で、国土交通省では、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくり ～

ウォーカブルなまちなかの形成～ を推進している。 

運動公園 都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園であ

り、都市規模に応じ１箇所当たり面積 15～75ha を標準として配置す

る。 

温室効果ガス 熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある気体のこと。人間活動

によって増加した主な温室効果ガスには、二酸化炭素、メタン、一酸化

二窒素、フロンガスがある。 

【か行】 

カーボンニュート

ラル 

温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにすること。「排出を全体とし

てゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出

量」(人為的なもの)から、植林、森林管理などによる「吸収量」(人為的

なもの)を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

街区公園 もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園であ

り、誘致距離 250m の範囲内で１箇所当たり面積 0.25ha を標準と

して配置する。 

買回り品 ある商品を購入するために、いくつかの店舗を回って比較検討するよ

うな商品。  

回遊性 回遊とは、あちこちを遊覧して回ることであり、回遊性とは回遊のしや

すさを指す。 

環境保全型農業 農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつ

つ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽

減に配慮した持続的な農業。 

関係人口 一時的ではなく継続的に地域や地域住民と関係を持っている人々の

こと。 

協働 同じ目的のために、対等の立場で協力して共に働くこと。 

近隣公園 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園であ

り、近隣住区当たり１箇所を誘致距離 500m の範囲内で１箇所当たり

面積２ha を標準として配置する。 

クリエーター 自身の技術・スキルを使い、さまざまな発想を具現化する人。 

参考資料
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グリーンインフラ 社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然（緑、

水、土、生物等）環境が有する多様な機能（生物の生息の場の提供、

良好な景観形成、気温上昇の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある

国土づくりや地域づくりを進めること。 

グリーンスローモ

ビリティ 

時速２０km 未満で公道を走ることができる電動車を活用した移動サ

ービス。 

グリーンツーリズ

ム 

農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の

余暇活動。 

建築協定 住宅地としての環境や商店街としての利便を高度に維持増進すること

などを目的として、土地所有者等同士が建築物の基準に関する契約

を締結するときに、公的主体がこれを認可することにより、その安定

性・永続性を保証し、住民発意による良好な環境のまちづくりを促進し

ようとする制度。 

公園施設長寿命化

計画 

計画的な維持管理の方針や長寿命化対策を定め、公園施設の安全性

確保と機能保全を図りつつ、ライフサイクルコストの縮減や平準化を図

ることを目的に策定する計画。 

交通結節機能 鉄道やバス、自動車などの複数の交通手段を結びつける機能。 

高度利用地区 建築物の敷地等の統合を促進し、小規模建築物の建築を抑制すると

ともに建築物の敷地内に有効な空地を確保することにより、用途地域

内の土地の高度利用と都市機能の更新とを図ることを目指した地域

地区。 

交流人口 通勤や通学、観光、レジャーなどで一時的に地域と交流する人々のこ

と。 

国土強靭化 大規模自然災害時に、人命を守り、社会経済への被害が致命的にな

らず、迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会シ

ステムを平時から構築していくこと。 

コミュニティ 地域社会あるいは共同体のこと。 

【さ行】 

里地里山 原生的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻く二次

林、それらと混在する農地、ため池、草原などで構成される地域。 

自家用有償旅客運

送 

バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送

手段の確保が必要な場合に、必要な安全上の措置をとった上で、市町

村やＮＰＯ法人等が、自家用車を用いて提供する運送サービス。 

事後保全 施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。

社会資本 道路・港湾・上下水道・公園・公営住宅・病院・学校など、産業や生活の

基盤となる公共施設のこと。 
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住区基幹公園 徒歩圏内に住む人達の利用を目的として設置される公園。街区公園、

近隣公園、地区公園の３種類に分類される。 

将来フレーム 将来における人口や世帯数、市街地の規模など、計画的なまちづくり

を進めるための将来の都市の規模を想定した基本的な指標。 

人 口 集 中 地 区

（ＤＩＤ） 

国勢調査の基本単位区等を基礎単位として、1)原則として人口密度

が 1平方キロメートル当たり４,000人以上の基本単位区等が市区町

村の境域内で互いに隣接して、2)それらの隣接した地域の人口が国

勢調査時に5,000人以上を有する地域。 

水源かん養機能 洪水を緩和させる、流量を安定させる、水質を浄化するなど、森林の

もつ水資源を保全する働き。 

水防倉庫 水害による被害を防ぐため、土のう、防水シート、ロープ、杭などを備

えた倉庫。 

ストックマネジメン

ト 

長期的な視点で施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先

順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施

設全体を対象とした施設管理を最適化すること。 

ストックヤード 分別収集により回収した資源ごみを搬出するまでの間、保管する倉庫

等の施設。 

スマートシティ ＩＣＴ 等の新技術を活用しつつ、マネジメント(計画、整備、管理・運営

等)の高度化により、都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、また

新たな価値を創出し続ける、持続可能な都市や地域。 

スマート農業 ロボット技術や情報通信技術(ＩＣＴ)を活用して、省力化・精密化や高

品質生産を実現する等を推進している新たな農業のこと。 

生物多様性 動植物の種類が多いということだけを意味するものではなく、地球の

長い歴史の中で育まれてきた生きものの相互のつながりをも指す。 

先端産業 最先端の技術により、工業製品などを生産する産業。半導体を用いた

コンピューター、光ファイバーなどの新素材、航空機、宇宙など、その分

野は多岐にわたる。 

総合公園 都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供す

ることを目的とする公園であり、都市規模に応じ１箇所当たり面積 10

～50ha を標準として配置する。 

卒ＦＩＴ ＦＩＴ 制度とは、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」（Ｆeed-

ｉｎ Ｔarｉｆｆ（フィード・イン・タリフ）の略称で、再生可能エネルギーで発

電した電気を、電力会社が決まった価格で決まった期間、買い取って

くれる制度であり、卒 ＦＩＴ とは、この固定価格買取制度が満了してい

くこと。 

ソフト対策 ハザードマップの作成や避難態勢の整備、土地利用規制等により、洪

水や高潮等によるハザードが発生しても人的な被害の発生を防止し

たり、物理的な被害を軽減するもの。 
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【た行】 

大規模集客施設 店舗、飲食店、映画館、遊技場等に供する建築物でその用途に供する

部分の床面積の合計が 1万平方メートルを超えるもの。 

ダウンサイジング 性能や機能を保ったまま縮小、小型化、小規模化すること。コストの削

減や効率化を目的として、より小型のものを用いること。 

多自然川づくり 河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との

調和にも配慮し、 河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境

及び多様な河川景観を保全・創出するために、河川管理を行うこと。 

地域公共交通計画 地域公共交通とは、地域住民の日常生活や社会生活における移動、

また、観光旅客その他の地域を来訪する者の移動のための交通手段

として利用される公共交通機関のことであり、地域公共交通計画と

は、地域公共交通に関するマスタープランとなる計画。 

地域地区 用途地域、特別用途地区等、都市計画法に規定される地域または地

区のこと。 

地域街づくり協定 地域街づくりを推進するために、土地所有者等が地域街づくりに関し

て定める協定。 

地区計画 主として当該地区内の住民等にとっての良好な市街地環境の形成又

は保持のための地区施設及び建築物の整備並びに土地利用に関する

一体的かつ総合的な計画。 

地区公園 主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園

であり、誘致距離１kmの範囲内で１箇所当たり面積４haを標準として

配置する。 

調整池 雨水を一時的に貯めて河川への雨水の流出量を調節することにより、

洪水被害の発生を防止する施設。 

低未利用地 適正な利用が図られるべき土地であるにもかかわらず、長期間に渡り

利用されていない「未利用地」と、周辺地域の利用状況に比べて利用

の程度（利用頻度、整備水準、管理状況など）が低い「低利用地」の総

称。 

デマンド交通 予約する利用者に応じて運行する時刻や経路が変わる交通方式のこ

とで、予約がある場合のみ運行される。 

特定用途制限地域 用途地域が定められていない土地の区域内において、その良好な環

境の形成等を行うために、多数の人が集中することにより周辺の公共

施設に大きな負荷を発生させるものや、騒音、振動、煤煙等の発生に

より周辺の良好な居住環境に支障を生じさせる、あるいは良好な居住

環境にそぐわないおそれのある建築物などの建築を制限する必要が

ある場合に定めるもの。 

特別用途地区 用途地域を補完する地域地区で、地区の特性にふさわしい土地利用

の増進、環境の保護など、特別の目的の実現を図ることを目的に、条
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例を定めることで、用途地域による全国一律的な用途の制限を修正す

るもの。 

市町村が、地域の特性に応じて、用途地域による用途制限の強化また

は緩和を定めることができる。 

都市機能増進施設 医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉

や利便のために必要な施設であり、都市機能の増進に著しく寄与する

施設。 

都市機能誘導区域 立地適正化計画において定められる区域であり、医療・福祉・商業等

の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約することによ

り、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域。 

都市基盤 道路・街路、鉄道、河川、上下水道、エネルギー供給施設、通信施設な

どの生活・産業基盤や学校、病院、公園などの公共施設のこと。 

都市計画区域 市町村の行政区域にとらわれず、土地利用の状況及び見通し、地形

等の自然的条件、通勤、通学等の日常生活圏、主要な交通施設の設

置の状況、社会的、経済的な区域の一体性等から総合的に判断し、現

在及び将来の都市活動に必要な土地や施設が相当程度その中で充

足できる範囲を、実質上一体の都市として整備、開発及び保全する必

要のある区域として都道府県が指定するもの。 

都市計画区域マス

タープラン 

都市計画区域全域を対象として、一市町村を超える広域的観点から、

都道府県が定めるもの。 

都市計画提案制度 土地の所有者やまちづくりＮＰＯ法人等が一定の条件を満たした場合

に、都市計画の決定や変更を地方公共団体に提案できる制度。 

都市公園 都市公園法に定められた、国または地方自治体が設置した公園であ

り、住民の利用に供するものから広域的な利用に供するものまで、

様々な規模、種類の公園がある。 

都市構造 計画的な都市づくりを行うため、土地利用、交通体系等を要素に都市

のかたちを表したもの。 

都市再生特別措置

法 

近年における急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢

の変化対応した都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図

り、併せて都市の防災に関する機能を確保するため、都市の再生の推

進に関する基本方針等について定めるとともに、社会経済構造の転換

を円滑化し、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与する

ことを目的とする。 

都市緑地 主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を

図るために設けられている緑地であり、１箇所あたり面積 0.1ha 以上

を標準として配置する。 

土地区画整理事業 道路や公園などが未整備な区域において、地権者からその権利に応

じて少しずつ土地を提供（減歩）してもらい、この土地を道路や公園な

どの公共用地に充てることにより、土地の区画を整え宅地利用の増進
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を図る事業。 

トランジットモー

ル 

自動車の乗り入れを制限し、歩行者と路面電車などの公共交通機関

のみが通行できる交通システムのこと。 

【な行】

内水 大量の雨に対して、排水機能が追いつかずに、側溝や排水路、下水道

などから水が溢れ、土地や建物が水に浸かってしまうこと。 

二次交通 目的地まで複数の交通機関を使用する場合の2つ目の交通機関のこ

と。 

【は行】

ハード対策 構造物により洪水、高潮、津波等による外力（ハザード）を制御し、災

害を防止・軽減するもの。 ソフト対策は、ハザードマップの作成や避難

態勢の整備、 土地利用規制等により、洪水や高潮等によるハザード

が発生 しても人的な被害の発生を防止したり、物理的な被害を軽減 

するものである。 

ハザードマップ 自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災想定

区域や避難場所・避難経路などの防災関係施設の位置などを表示し

た地図。 

越前市では、大雨などの影響により、河川が氾濫した場合に想定され

る浸水の深さや範囲、避難場所などの情報を地図上に掲載した洪水

ハザードマップを作成している。 

バス専用レーン バス専用の車線であり、一般車両は、原則として通行できない。 

バスベイ バス停のある場所の歩道に切れ込みを入れてバスが停車できるよう

に設けられたスペースのこと。 

ハブ 人や物の輸送において、複数の同種あるいは異種の交通手段の接続

が行われる場所。 

ビオトープ ドイツ語で生物を意味するＢｉｏと場所を意味するＴｏｐｅの合成語。「野

生生物の生息空間」などと訳され、生きものが互いにつながりを持って

生息している空間を示す。今日では、環境が損なわれた都市部や公

園、農村部の耕作放棄水田などに、鳥類や魚類、昆虫、植物など、特

定の生物群集が生息できるようにつくられた空間を指して使われるこ

ともある。 

表層崩壊 山崩れ･崖崩れなどの斜面崩壊のうち、厚さ 0.5～2.0m 程度の表層

土が、表層土と基盤層の境界に沿って滑落する比較的規模の小さな

崩壊。 

風致公園 主として風致（自然の風景などのおもむき、味わい）の享受の用に供す

ることを目的とする都市公園。 
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不適格建築物 指定された用途地域の種類により定められる、建築物の大きさや用途

等の様々な規制に適合しない建築物。 

フリンジ駐車場 中心部への自動車流入を抑制するため、その周辺（フリンジ）に整備さ

れる駐車場。 

防火地域・準防火

地域 

市街地における火災の危険を防除するため定める地域。（都市計画法

第９条 21 項） 

防火地域内では、３ 階建て以上、または延べ床面積が 100 ㎡を越え

る建物は、耐火建築物としなければならない。その他の建物も耐火建

築物または準耐火建築物としなければならない。 

準防火地域内では、３ 階建て以上、または延べ床面積が 500 ㎡を越

える建物は、耐火建築物または準耐火建築物としなければならない。 

「防災４．０」未来

構想プロジェクト 

地球温暖化に伴う気候変動に関する科学的知見を踏まえ、今後激甚

化が予想される災害の様相を示すとともに、これから必要な「災害リス

クへの備え」について検討し、提言を行うため開始されたもの。 

【ま行】

最寄り品 日常的に使用する製品のうち、自宅や職場などの最寄りの店舗（コン

ビニやスーパーなど）で購入する商品。 

緑のカーテン 建物の壁面や窓等をツル性の植物で覆い、夏の強い日差しを遮る地

球にやさしいカーテンのこと。 

【や行】

用途地域 住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を定めるもの

で、１３種類ある。用途地域が指定されると、それぞれの目的に応じて、

建てられる建物の種類が決められる。 

予防保全 施設の機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じるこ

と。 

【ら行】

ライフスタイル 生活の様式・仕方。また、人生観・価値観・習慣などを含めた個人の生

き方。 

ライフステージ 人間の一生における各段階。特に、人の一生を年齢によって幼年期・

少年期・青年期・壮年期・老年期などに区分した、それぞれの時期。 

ランドマーク 目印や象徴となる対象物。 

立地適正化計画 居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘

導により、都市全域を見渡したマスタープランとして位置づけられる市

町村マスタープランの高度化版。 

流下能力 河川で流すことのできる最大の流量。 
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稜線 山の峰から峰へ続く線。 

緑地協定 都市緑地法に基づくもので、地域住民が地域の良好な環境を確保す

るため、緑地の保全または緑化の推進に関する事項について自ら設け

ることのできる制度。 

６次産業化 農林漁業者（1 次産業）が、農産物などの生産物の元々持っている価

値をさらに高め、それにより、農林漁業者の所得（収入）を向上してい

くこと。 

【アルファベット・数字】

ＡＩ（エーアイ） Ａrｔｉｆｉｃｉal Ｉｎｔellｉｇeｎｃe の略語。人間の知能をコンピューターで人

工的に再現したもの。 

ＢＲＴ（ビーアール

ティー） 

Ｂｕｓ Ｒaｐｉd Ｔraｎｓｉｔ の略語。複数の車両がつながれた連節バス、

ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）、バス専用道、バスレーン等を組み合

わせることで、速達性・定時性の確保や輸送能力の増大が可能となる

高次の機能を備えたバスシステム。 

ＩＣＴ（アイシーティ

ー） 

Ｉｎｆｏrmaｔｉｏｎ aｎd Ｃｏmmｕｎｉｃaｔｉｏｎ Ｔeｃhｎｏlｏｇｙ（情報通信技

術）の略語。メールやチャット、ＳＮＳなど、通信技術を使って人と人とが

つながる技術のこと。 

ＩｏＴ（アイオーティ

ー） 

Ｉｎｔerｎeｔ Ｏｆ Ｔhｉｎｇｓ の略語。あらゆるものがインターネットでつな

がること。 

MａａＳ（マース） Mｏbｉlｉｔｙ aｓ a Ｓerｖｉｃe の略語。地域住民や旅行者一人一人の移

動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを

最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであ

り、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段とな

るもの。 

ＲＥ1００ エリア（ア

ールイーひゃくえ

りあ） 

ＲＥ100 とは、Ｒeｎewable Ｅｎerｇｙ 100％の略語。再生可能エネル

ギーで必要なエネルギーを１００％賄う区域。 

ＳＤＧｓ（エスディ

ージーズ） 

Ｓｕｓｔaｉｎable Ｄeｖelｏｐmeｎｔ Ｇｏalｓ の略語。2015 年 ９月の国連

サミットで採択された「持続可能な開発のための 20３0 アジェンダ」に

記載され、20３0 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目

標のこと。17のゴールと 1６９のターゲットから構成され、地球上の「誰

一人取り残さない（leaｖe ｎｏ ｏｎe behｉｎd）」ことを誓っている。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０ （ ソ

サイエティごーて

んぜろ） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合

させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人

間中心の社会（Ｓｏｃｉeｔｙ）。 

狩猟社会（Ｓｏｃｉeｔｙ 1.0）、農耕社会（Ｓｏｃｉeｔｙ 2.0）、工業社会

（Ｓｏｃｉeｔｙ ３.0）、情報社会（Ｓｏｃｉeｔｙ ４.0）に続く、新たな社会を指す
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もので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来

社会の姿として初めて提唱された。 

ＺＥＢ（ゼブ） ｎeｔ Ｚerｏ Ｅｎerｇｙ Ｂｕｉldｉｎｇ の略語。建物の高断熱化高効率設備

により、快適な室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現し、太陽

光などでエネルギーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギ

ーをゼロにする建築物のこと。 

ＺＥＨ（ゼッチ） ｎeｔ Ｚerｏ Ｅｎerｇｙ Ｈｏｕｓe の略語。住宅の高断熱化と高効率設備

により、快適な室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現し、太陽

光などでエネルギーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギ

ーをゼロにする建築物のこと。 

ＬＣＣＭ住宅（エル

シーシーエムじゅ

うたく） 

ＬＣＣＭとは、Ｌｉｆe Ｃｙｃle Ｃarbｏｎ Mｉｎｕｓ の略語。建設時、運用時、

廃棄時において、できるだけ省ＣＯ2に取り組み、さらに太陽光発電な

どを利用した再生可能エネルギーの創出により、住宅建設時の ＣＯ２

排出量も含め、ライフサイクルを通じての ＣＯ2 の収支をマイナスにす

る住宅。 


